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文部科学省調べを基に作成

○ 都道府県の実施する貸与型奨学金事業の貸与実績は，平成２１年度に比べて減少。
貸与者数： 17.3万人（H21）→ 14.4万人（H27） 2.9万人減（対H21年度比17%減）
貸与金額： 506 億円（H21）→ 362 億円（H27） 144億円減（対H21年度比28%減）
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＜貸与金額＞

（人）
（十億円） （千円）

貸与者一人当たり貸与額（右軸）

国公立

私立 私立

国公立

貸与率（右軸）

※貸与率は，高等学校（本科・専攻科・別科）に対する貸与者の割合。

都道府県の実施する貸与型奨学金事業の状況 第１回資料（再掲）
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万人

進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校）

収容力（大学＋短大）

現役志願率（大学＋短大）

進学率２（大学＋短大）

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

高専４年次在学者数

大学入学者数（万人）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数

● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数

18歳人口

● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者数

18歳人口

○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者数及び中等教育学校後期課程修了者数

○ 現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数

当該年度の高校等卒業者数

○ 収容力 ＝ 当該年度の大学・短大入学者数

当該年度の大学・短大志願者数

出典：文部科学省「学校基本統計」、平成41年～43年度については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）（出生中位・死亡中位）」を元に作成

※進学率、現役志願率については、少数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

年

１８歳人口と高等教育機関への進学率等の推移

大学:             52.0％
短大:               4.9％
高専４年次:     0.9％
専門学校:      22.3％

大学: 52.0％
短大:  4.9％

大学: 56.0％
短大:  5.1％
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文部科学省「学校基本調査」を基に作成 4

高等学校卒業後の進路 （全日制・定時制・通信制）

（卒業者数）



学習費の推移 （高等学校（全日制））
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現行制度開始（学年進行）

学校納付金等

学校外活動費

旧制度開始

○ 旧制度が開始されたH22年度に比べ，学校外活動費が増加。公立： 約15万６千円（H22）→ 約16万７千円（H26） 【＋1万1千円，7.4％増】私立： 約23万８千円（H22）→ 約25万５千円（H26） 【＋1万7千円，7.4％増】

学習費総額
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※「子どもの学習費調査」における「授業料」は，保護者が実際に支出した額であり，学校設置者が代理受領し，授業料と相殺する高等学校等就学支援金の額は含んでいない。 文部科学省「子どもの学習費調査」を基に作成

（円） （円）＜公立＞ ＜私立＞

通学関係費

通学関係費

授業料

第２回資料（再掲）
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H26 H27 H28 H26 H27 H28 H26 H27 H28 H26 H27 H28
公立 47 47 47 32 39 40 5 10 10 47 47 47
私立 34 34 35 26 31 32 8 11 17 35 35 37
合計 81 81 82 58 70 72 13 21 27 82 82 84

② 未提出の生徒に対しては、提出を忘れていないか確認のための連絡をとる
③ 生活保護世帯等の特に支援が必要な世帯について、未提出の者がいないか確認する

各都道府県における高等学校等就学支援金の確実な申請のための工夫

① 生徒全員に意思を確認するために，支給対象外の生徒からも申請をしない旨の書類などを提出してもらう
①～③いずれか実施

○ 各都道府県において，高等学校等就学支援金の確実な申請を促すため，・生徒全員の意思確認 （94支給者のうち，82の支給者で実施）・未提出の生徒への確認（94支給者のうち，72の支給者で実施）といった取組がされている。

※「公立」は公立高等学校に高等学校等就学支援金を支給する各都道府県教育委員会，「私立」は私立高等学校等に高等学校等就学支援金を支給する各都道府県知事部局におけるそれぞれの担当部署からの回答を集計した数。
文部科学省「新・高等学校等就学支援金制度に関する調査」を基に作成

第２回資料（再掲）
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【参考】 課税額以外の所得基準を用いている例（児童手当）

出典：内閣府ホームページ 7



出典：内閣府ホームページ

注：所得額の算出にあたっては，8万円の一律控除のほか，市町村民税について雑損控除，医療費控除，小規模企業共済等掛金控除，障害者控除，寡婦（夫）控除，勤労学生控除を受けた者については，その額が控除される。
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【参考】 課税額以外の所得基準を用いている例（（独）日本学生支援機構の奨学金）

出典：（独）日本学生支援機構「奨学金ガイドブック2017」より抜粋
9



出典：（独）日本学生支援機構ホームページより抜粋 10

2.家計基準
家計の基準額は、世帯全員、就学者の有無等によって異なります。家計支持者（父母、父母がいない場合は変わって家計を支えている人）の収入金額が選考の対象となりますが、収入・所得の目安はおよそ次の金額以内です。なお、家計基準について、住民税（所得割）が非課税であれば、家計基準に合致していることとします。
区分 給与所得者 給与所得以外
３人世帯 国・公立 自宅 ６６２万円 ２８９万円

自宅外 ７２９万円 ３３６万円
私立 自宅 ７２９万円 ３３６万円

自宅外 ７９１万円 ３８３万円

４人世帯 国・公立 自宅 ７４２万円 ３４５万円

自宅外 ８００万円 ３９２万円
私立 自宅 ８００万円 ３９２万円

自宅外 ８４７万円 ４３９万円
５人世帯 国・公立 自宅 ９３６万円 ５２８万円

自宅外 １，０３０万円 ６２２万円
私立 自宅 １，０３０万円 ６２２万円

自宅外 １，１２４万円 ７１６万円

給与所得の場合・・・源泉徴収票の支払い金額（税込み）給与所得以外の場合・・・確定申告等の所得金額（税込み）
収入に関する提出書類
○給与所得者・・・源泉徴収票のコピー○給与所得以外【確定申告を確定申告書の持参・郵送により行った場合】確定申告書（第一表と第二表）（控）の写し（税務署の受付印があるもの）
※税務署の受付印がないものは、加えて市町村村役場発行の「所得証明書」又は「納税証明書」（有料）が必要です。【確定申告を電子申請により行った場合】申告内容確認票の写し（受信通知又は即時通知を添付）
※その他の提出書類については学校の指示にしたがってください。
（注）学力と家計の基準を満たしていても、その年度の予算の範囲内で採用を行うため、採用されないことがあります。



【参考】 市町村民税所得割の算出方法

出典：総務省「地方税参考資料」 11



全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、低所得世帯の授業料以外の教育費負担を軽減するため、

高校生等奨学給付金により支援を行う。（国庫負担１／３）

※授業料以外の教育費とは、教科書費、教材費、学用品費、通学用品費、入学学用品費、教科外活動費 など

・生活保護受給世帯及び非課税世帯の高校生等に対して給付金を支給。なお、特に家庭の

教育費の負担が大きい15歳以上23歳未満の兄弟姉妹がいる場合には、給付額を増額。

高校生等奨学給付金の充実

施策内容

平成29年度予算 概要

家庭の経済状況にかかわらず、誰もが安心して教育を受けられるよう、低所得世帯の更なる教育費負担の軽減を図る。

◎非課税世帯 全日制等（第１子）の給付額の増額【13.6億円増】

平成2９年度予算額：１３６億円【５億円増】

平成2８年度予算額：１３１億円

「第１子」の給付額の推移

◎高等学校等の生徒数及び申請者数の減少に伴い給付対象(予定)者数が減少【8.6億円減】

給付対象(予定)者数：47.8万人 ⇒ 45万人（▲2.8万人）

37,400円 37,400円
59,500円 75,800円
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Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 参考

国公立 私立

【第２子以降】(案）

世帯区分

生活保護受給世帯

　 全日制・通信制

国公立 32,300円 私立 52,600円

 59,500円 67,200円

↓(＋16,300円） ↓(＋16,800円）

　75,800円   84,000円   

非課税世帯

　 全日制等（第２子以降）

※15歳以上23歳未満の兄弟姉妹がいる場合

国公立 129,700円 私立 138,000円

非課税世帯

　 通信制

国公立 36,500円 私立 38,100円

給付額（年額）

非課税世帯

　 全日制等（第１子）

国公立 私立

第１回資料（再掲）
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高校生等奨学給付金（世帯構成パターン図）
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出典：財務省資料

第１回資料（再掲）
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